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自治労県職労基本要求支部代交渉
産技Ｃ独法化問題に誠実な対応を！行政補助員を登録制とする見直しを

労働時間短縮に向けて成果の出る抜本的な対策を－職員の健康を守ることは緊急課題！

自治労県職労は1月15日、2016年度基本要求の支部代交渉を行いました。

米倉委員長のあいさつの後、「行政補助員制度の抜本的見直しを求める要請署名」を手交、続いて職場や支部の代表者が切実な現場の実態について発言しました。

1月29日に最終交渉を行いますが、職員が働く希望を持てるよう、私たちの要求が一歩でも前進するよう、自治労県職労は取組みを強化していきます。
職場・支部代表者の主な発言・主張
○過重労働の撲滅・人員要求

・月100時間超または、2～6か月平均80時間超の時間外勤務を命じた所属について、その原因と改善策を明らかにすること。

・なぜ、グループウェアで在庁時間の把握をしないのか。傾向を把握し、問題点が整理されれば、次の手法を考えることもできるだろう。

・予算や議会対応など、内部管理業務の抜本的見直しを求める。「限られた時間」の認識は重要。

・仕事に追われる毎日で、終電で帰ることが常態化している。思いきったやり方をしないと組織としてもたない。号令をかけるだけでなく、労働時間の短縮を実現すること。

・総労働時間短縮に関する話し合いの場が設けられ、これまで1回開催された。賃金確定交渉が終わったので、早急に再開を求める。

・前知事が残業ゼロ革命を行ったが、ほとんど元に戻っている。成果の出る取組みが必要。
・常態的な超勤職場には、適正な人員配置を。欠員は正規職員をもって早急に解消を。
・4月になると、職業訓練校に生徒が入校する。年度当初に必要な職員が揃って、円滑に事業が展開できるよう人員配置を求める。

・優秀な人材確保と知識・経験を活かすため、職業訓練指導員の採用年齢の撤廃を求める。
○メンタルヘルス対策、労働安全衛生の課題
・職員健康管理センターに産業医を中心とするチームを設け、メンタルヘルスの総合的対策を構築するよう求める。産業医の専任化を。

・安全衛生委員会が本来の役割を発揮し、活性化するような取組みを求める。

・安全衛生の課題に対して、各職場、職員自らが考えて自発的に行動を起こすことが大切。

・新庁舎では耐震工事が行われており、騒音で電話の声が聞こえない、埃で机の上がザラザラ、有機溶剤のような匂いがするなど、職場環境が悪化している。まるで、工事現場で仕事をしているようだ。なんとかしてほしい。
○産業技術センター独法化問題
・現行の「地方独立行政法人法」では、地方独立行政法人と財団法人との統合は認められていないと解するが、産業技術センター（産技Ｃ）と神奈川科学技術アカデミー（ＫＡＳＴ）の統合、地方独立行政法人化について、どのような法的根拠に基づいて実現可能と判断しているか、具体的に明らかにせよ。
・産技Ｃの独法化は、職員の雇用問題のみならず、中小企業支援という公的責任を確保する観点からも反対する。
・すでに退職者も出ている。このような状況で、中小企業支援をきちんと果たしていくことができる人材を確保できるのか、不安。技術レベルが低下した先行自治体もあるので、慎重に考えるべき。

・組合でセンター職員にアンケートを行ったところ、25％の職員が異動を希望している。新法人に派遣で行く場合でも、派遣期間を10年以上とするよう要求が出ている。

・産技Ｃを希望して入った人はあまりおらず、県で働きたいということで採用試験を受けた人が多い。県職員として残りたい人は残ることができる仕組みづくりが必要。

・法人職員になった場合は、雇用保険に加入することとなるが、失業のリスクが増えるということだ。万が一、法人が解散した場合、法人職員となった人の雇用問題をどう考えているのか？県として責任をもって対応してもらいたい。

・職場には不安を抱えた職員が多数いる。自分たちの労働条件や職場環境はどうなるのか。これまで産業労働局に質問状という形で、労働条件等に関する疑問をぶつけてきたが、「新法人の定款が決まっていないから話せる段階にはない」という答えがほとんどである。

・正式な交渉ではなくて、話を聞くという位置づけとしか捉えられていない。

・「地方独立行政法人法」の附帯決議で、労働組合との十分な意思疎通を行うことが盛り込まれている。当局には誠実な対応をしてもらいたい。

・イノベーションばかりが脚光を浴びているという印象を受けるが、肝心の中小企業支援、①技術相談、②依頼試験、③受託研究がしっかりできるのか、疑問に思う。

・独法化された先行県から、研究職の事務作業が膨大になり、精神的にも肉体的にも負担が大きいという報告がある。このような課題について、県としてどのように対応していくつもりなのか。

・新法人の予算について何も示されていない。センターの機器は老朽化しており、装置が壊れたら何もできなくなる。
○行政補助員の課題
・行政補助員の雇用を脅かし、業務的にも混乱と非効率を招く現行制度の抜本的見直しを行うべき。

・正規職員の欠員補充としても非正規職員が配置されている。その業務は「補助的」を大きく逸脱している場合が多く、一定の県での職務経験がないと勤まらないケースも多い。県での職務経験のある者は、各所属において貴重な存在であり、経験者を望む所属は多い。経験のない行政補助員が配置された場合、業務に支障が出かねない現状を当局はどのように考えるのか。
・現行制度において、行政補助員の募集、選考について、各所属において過重な負担が生じているが、そのことについてどのように考えているか。
・現臨任制度を参考に登録制とする見直しを提案しているが、当局の見解を具体的に示せ。
・仮に、自治労県職労の提案が認められない場合であっても、平成26年の総務省通知を遵守すべきであると考える。（募集に当たっては「差別」をしてはならない。つまり、以前雇用したことをもって、数年後に同一所属での雇用を妨げることは「差別」にあたる）
○ノーマライゼーション課題

・2016年度には「障害者差別解消法」が施行されることを踏まえて、早急に人事・給与制度や職場環境の改善を行うよう求める。
・加齢による障害の重度化、二次障害に対応した、職、人事異動、通勤等、人事制度の確立に向けて、労使協議を行うこと。
・合庁の電話交換職場に派遣が導入されている。派遣会社は毎年変わるし、派遣社員も定着していない実態がある。電話交換業務に支障が出ており、職員への負担も増加しているので、直営化すること。

・人事・給与システムの抜本的な見直しにあたり、視覚障害者への対応をきちんと行うこと。


2014年8月、調整額・特勤手当の見直しについて当局提案が出され、自治労県職労からも新規手当を要求し、交渉を行いました。

2014年11月に一部の手当については見直しをすることで妥結しましたが、税務手当の日額化を含め、継続協議として残された課題がありました。

昨年10月に残された課題について交渉を再開し、これまで交渉を重ねてきたところですが、自治労県職労として、次の点を到達点として評価し、1月20日に合意しました。

　◆税務手当

・現行水準を維持した日額化
・対象業務について絞り込みはないことを確認

◆福祉関係調整額

・時間的制約がある中で十分な議論はできず、協議の先送りは了解できる。

【合意内容】

１．税務手当

　○見直し内容

　・日額化：現行支給月額／20日（下表のとおり）

・対象業務について絞り込むことはしない。

・2016年4月1日実施
	区　　分
	月額
	日額

	県税・

自動車税
	賦課・徴収常時勤務者
	7級以上
	24,000
	1,200

	
	
	その他
	25,000
	1,250

	
	その他
	管手受給者
	8,000
	400

	
	
	その他
	8,300
	420

	徴収対策課
	滞納処分常時勤務者
	7級以上
	24,000
	1,200

	
	
	その他
	25,000
	1,250


○見直し理由
　・円滑な県行政の運営を行っていくために、税収確保は基本であり、税務行政は大変重要であると認識している。
・しかし、国から日額化について強い指導を受けており、他の都道府県の状況からも月額維持は困難である。
２．福祉関係調整額

2017年度に児童自立支援拠点があらたに開設されることを勘案し、継続協議とする。
今後、福祉関係調整額について交渉を行います。

また、自治労県職労として新規に自主運転手当やオンコール手当、児童相談所（一時保護所以外）の福祉職や職業訓練指導員の特勤手当調整額化も要求しています。

削減ありきの見直しは到底認められません。職場・業務実態に見合った見直しとなるよう求めていきます。
県労連幹事団交渉

来年度の地域手当、勧告どおり11.5％に引上げ！

12月の最終交渉で継続課題となっていた2016年度の地域手当支給率について、1月18日に幹事団交渉を行いました。

　交渉の冒頭で労務担当局長から、「2016年度地域手当の率は人事委員会勧告どおり11.5％とする。」と発言がありました。

勧告どおり実施することを確認し、妥結しました。



















































＜調整額・特勤手当交渉＞


税務手当は、現行水準を維持し日額化


福祉関係調整額の見直しは、継続協議











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































